
（２）　平成27年度　「東久留米市まち・ひと・しごと創生総合戦略」掲載事業の進捗状況確認表

H27 H28 H29 H30 H31 実施事業名 実施事業の内容 活動指標 成果指標

今後も市に住み続けたい
とする市民の割合

84.6% 90%

東3・4・19号線整
備事業

都との協定受託事業「新みちづくり・まちづくりパートナー事業」に
よる市内の骨格道路整備の事業。

用地取得面積：0㎡ 用地取得進捗率：100％

東3・4・20号線整
備事業

都市計画法に基づく事業認可を受けた街路事業として、社会資
本整備総合交付金等の補助金を活用しながら、早期完成を目指
した事業展開を図っていく。

用地取得面積：119㎡ 用地取得進捗率：100％

東3・4・5号線整
備事業

都との協定受託事業「新みちづくり・まちづくりパートナー事業」に
よる市の骨格道路整備の事業。

用地取得面積：0㎡ 用地取得進捗率：100％

③
橋梁長寿命化修
繕計画

東久留米市橋梁長寿命化計画に基づき計画的
に橋梁の修繕工事を実施する。

管理課 全58橋梁の改修率 5.2% 25%
橋梁長寿命化修
繕設計委託・補
修工事

1橋の長寿命化修繕設計業務委託・2橋の長寿命化補修工事 － －

事務事業評価表記
載なし
目標値はH31年度ま
での到達目標
H27年度の進捗率：
104％

④
公園施設の長寿
命化

都市公園等においては、設置から40年を過ぎる
ものも多く、施設の老朽化が進んでいる。今後、
こうした施設の更新作業を行っていく必要があ
り、そのための再整備計画を策定の上、更新作
業を実施する。

環境政策課

平成31年度までに予定さ
れている遊具その他の公
園施設の維持管理・更新

継続実
施

継続実施
公園維持管理事
業

安全で安心した公園利用ができるよう、年間を通じた清掃・草刈・
樹木剪定・消毒等、公園遊具の点検・補修を行う。

公園・緑地の維持管理数：
135箇所

事故が発生しなかった公
園・緑地の割合：100％
H28目標値：100％

⑤
自転車等駐車場
の恒久的な確保

自転車等駐車場について、民間活力の活用も
含め検討を行い、新たに恒久的な施設の確保
に努める。

管理課 駅周辺駐車可能割合 - 100% - H27年度は実施事業なし － －

⑥
上の原地区にお
ける運動施設整
備事業

東久留米市上の原地区土地利用構想整備計画
に基づき、青少年を含め広く市民の健康増進に
資するため、屋外運動施設を整備する。

生涯学習課 年間施設利用者数 - 15,000人 - H27年度は実施事業なし － －

⑦
防犯灯のＬＥＤ化
に伴う維持管理
事業

財政負担及び維持管理業務の軽減、防犯灯の
適切な管理、環境負荷の軽減に寄与することを
目的に、市内全域の防犯灯のLED化を図るた
め、民間活力を導入し、防犯灯LED化工事及び
維持管理を包括的に実施する。

管理課
市が管理する防犯灯の
LED化

- 100% - H27年度は実施事業なし － －

⑧
通学路防犯カメ
ラ設置事業

学校、地域等が行う通学路見守り活動を補完す
るため、通学路に防犯カメラを設置する。

学務課
設置が完了した市立小学
校の割合

- 100% - H27年度は実施事業なし － －

⑨
防災備蓄食料の
充実

災害発生時に必要となる備蓄品を確保する。 防災防犯課 避難生活者の食糧数
109,895

食
135,000食

災害用備蓄用品
確保事業

災害時、被災者に食糧を提供することで生命の維持につなげる
ため、備蓄食料を確保する。

備蓄食料（クラッカー、アル
ファ米、おかゆ）の備蓄数：
109,895食

想定避難生活者一人当た
りに供給できる備蓄食料：
7.5食
H28目標値：9食

行政無線デジタ
ル通信設備工事
事業

現在の防災行政無線のシステムの機器更新を行い、アナログ波
について平成30年までに、デジタル化の工事を実施する。

デジタル化工事実施個所：
11箇所

工事の進捗率：100％

防災無線等情報
伝達網整備事業

災害発生前及び発生時に迅速・確実に情報を伝達することによ
り、被害の防止、軽減を図るため、保守点検や修繕、定期的な訓
練の実施を行う。

保守点検実施回数：1回

不具合により、夕焼けチャ
イムが放送できなかった
日：0回
H28目標値：0回

⑪
防災行政無線デ
ジタル化工事

防災防犯課

②
都市計画道路の
整備

道路計画課

基本目標Ⅰ
「住みやすさを感じるまちをつくる」

ＫＰＩ指標 目標値
（H31年度）

10%以上

防災行政無線屋外拡声
子局のデジタル化率

100%

都市計画道路の整備区
間における生活道路に流
入する交通量の減少割合

道路が
完成する
まで減少
割合は
算定出
来ない

番号 所管課
総合戦略
における

施策・事業名
施策・事業内容

まちの骨格であり、沿道の事業所や店舗の集積
とともに、まちのにぎわいを生み出す基盤である
都市計画道路について、広域での交通を円滑
にするため、主要幹線道路を結ぶ路線や都市
間を結ぶ路線の整備を行う。

地域防災計画に基づき、防災行政無線の更新・
増設を行う。

実績値（年度）

31.3%

備考

目標値はH31年度ま
での到達目標
H27年度進捗率：
157％

H27年度実施事業（平成28年度事務事業評価表より抜粋）

資料１ 
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平成31年度の合計特殊
出生率

1.43 1.60

出産・子育ての情報が得
られたと思う妊婦の割合

100% 100%

子育てについて両親で話
し合うきっかけになったと
思う妊婦の割合

89.2% 100%

仲間づくりのきっかけに
なったと思う妊婦の割合

63.7% 80%

乳児全戸訪問実施率 97.9% 100%

訪問を利用して良かった
と思う親の割合

95.6% 100%

⑰ 延長保育事業
保育所や地域型保育で通常の利用日・利用時
間帯以外において、保育の利用を確保する。

子育て支援
課

年間延べ利用者数 1,037人 1,308人 延長保育事業
保育園終了後に別の保育施設に子どもを預ける二重保育を必要
としなくなるため、時間を延長して保育を行う。

延長保育を実施した保育
園数：16園

延長保育を利用した延べ
児童数：34,483人
H28目標値：35,000人

⑱
一時預かり事業
（保育所分）

急な用事など、家庭で一時的に保育が困難に
なった場合に、保育所などで子どもを預かる事
業を実施する。

子育て支援
課

年間延べ利用者数
18,538

人
42,944人 一時預かり事業

一時的に保育が必要な事由が発生した際に保育サービスが利用
できるようにするため、保育園にて一時保育を実施する。

一時預かり延べ利用人数：
18,538人

一時預かり延べ利用人数
／1歳～5歳の児童数の割
合：281.7％
H28目標値：290％

⑲ 利用者支援事業

子ども及び保護者のニーズに合わせて、幼稚園
や保育所などの施設や地域の子育て支援事業
を円滑に利用できるように、相談に応じ、必要な
情報の提供及び助言などを行う。

子育て支援
課

年間情報提供（相談）件
数

297件 300件 利用者支援事業

子育て中の親子や妊婦等が、幼稚園・保育所等の施設あるいは
地域の子育て支援事業の中から必要な支援を選択して円滑に利
用できるよう支援するため、子育て支援に関する情報収集・提供
を行い、必要に応じて相談・助言等を行う。

情報提供（相談）件数：297
件

子育てがしやすい環境が
整っていると感じている市
民の割合：46.6％
H28目標値：50.0％

3,006人

地域型保育事業
運営支援事業利用定員数（特定地域型

保育事業）
137人

認証保育所運営
費補助事業

定期利用保育事
業及び保育室運
営費補助事業

保護者のニーズに基づく、需要に見合った幼児
期の教育・保育利用定員を確保する。

公立保育園運営
事業

利用定員数（新制度に移
行しない幼稚園）

984人
（減目標） 認定こども園・幼

稚園運営支援事
業

利用定員数（認可外保育
所）

70人
（減目標）

利用定員数（特定教育・
保育施設）

東京都及び市の定める補助要綱に基づき、定期利用保育事業
及び保育室に対して、市内の児童を持つ保護者が、就労、疾病
等のため家庭で保育できないとき、管内施設及び管外施設に市
内児童を入所させた場合に補助支援をする。

保育園で園児を保育する。毎月、園児の健康管理のため身体測
定や0歳児健診を実施するとともに、誕生会や運動会、遠足など
季節ごとに様々な行事を実施している。

東京都認証保育所事業実施要綱に基づく認証保育所（Ａ型及び
Ｂ型の施設）に市内の乳幼児が在籍した場合、年齢区分に応じた
単価等により計算した運営費補助金を交付する。

出産・子育ての情報が得ら
れたと思う妊婦の割合：
100％
H28目標値：100％

私立保育園運営
支援事業

保育園からの請求により保育運営費を支出する。地域区分、児童
年齢、各園の定員数などにより国基準の単価（公定価格）が定め
られており、児童数等に応じた金額を支払う。それ以外には、都
が定めた各種保育サービスに対する加算、補助がある。

教室実施回数：6回

乳児全戸訪問実施数：856
人

保育園開所日数：295日

保育運営費を交付している
保育園数：43園

施設型給付費を交付して
いる認定こども園・幼稚園
数：8園

地域型保育給付費を交付
している小規模保育施設・
家庭的保育施設・事業所
内保育施設数：12施設

管内＋管外認証保育所
数：12施設

補助金を交付した定期利
用保育事業及び保育室
数：3施設

⑯
幼児期の教育・
保育の提供体制
の確保

子育て支援
課

⑫
妊娠16週以降の妊婦とその夫を対象に、安心し
て赤ちゃんを迎えられるようにするための教室を
実施する。

定期利用保育事業及び保
育室利用児童延べ人数：
2,517人
H28目標値：2,600人

健康課
両親学級・妊婦
歯科健診事業

月4回で１コースを年6回実施（3回目は土曜開催）。1～3回目は
医師、助産師、保健師、栄養士による講話、クッキング・沐浴・ﾘﾗｸ
ｾﾞｰｼｮﾝ・妊婦擬似体験等の実習。4回目は歯科健診やﾌﾞﾗｯｼﾝ
ｸﾞ、口腔衛生や虫歯予防などの情報提供をする。

基本目標Ⅱ
「子どもの未来と文化をはぐくむまちをつくる」

⑭
乳児全戸訪問事
業

健康課
保健師、助産師が自宅に訪問し、乳児の体重測
定、発育、育児の相談、妊産婦の健康管理など
必要な保健指導を行う。

プレ・パパママク
ラスの推進

訪問を利用して良かったと
思う親の割合：95.6％
H28目標値：98.0％

利用児童数：699人
H28目標値：1,200人

入所児童数：1,176人
H28目標値：1,000人

認定こども園・幼稚園からの請求により施設型給付費を支出す
る。地域区分、児童年齢、各園の定員数などにより国基準の単価
（公定価格）が定められており、児童数等に応じた金額を支払う。

小規模保育施設・家庭的保育施設・事業所内保育施設からの請
求により地域型保育給付費を支出する。地域区分、児童年齢、各
園の定員数などにより国基準の単価（公定価格）が定められてお
り、児童数等に応じた金額を支払う。

2,166人

63人

1,875人

122人

延べ入所児童数：7,183人
H28目標値：7,164人

管外受託を除いた入所児
童数＋管外委託児童数：
14,768人
H28目標値：15,000人

入所児童数：5,053人
H28目標値：5,100人

出生4か月未満の乳児のいる家庭へ保健師、または訪問指導員
（助産師）が訪問を行い、安心して子育てができ、児童が健やか
に成長できるよう支援する。

乳児全戸訪問事
業
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⑳ 病児保育事業

子どもが病中又は病気の回復期にあって集団保
育が困難な期間、医療機関などに付設された専
用スペースにおいて、保育及び看護ケアを実施
する。

子育て支援
課

年間延べ利用者数
196人

日
880人日

病児・病後児保
育事業

保護者の子育てを支援するとともに児童の健全な育成を図るた
め、病中または病後にあって集団保育が困難な児童に対し、診
療所に隣接する保育施設で保育を実施する。

病児・病後児保育を実施し
た施設数：1施設

病児・病後児保育を利用し
た延べ児童数：196人
H28目標値：200人

㉑
子育て短期支援
事業

保護者が出産や病気などで、子どもの養育が一
時的に困難になったとき、児童養護施設に子ど
もを預けることができるようにする。

児童青少年
課 年間延べ利用者数

285人
日

264人日
子ども家庭支援
センター運営事
業

子どもと家庭に関する総合相談の実施。またショートステイ等の在
宅サービスや、地域における子育て活動の推進。地域の関係機
関と連携し、子育てネットワークの中核機関としての連携の構築を
行う。

子ども家庭支援センターで
取り扱った児童相談件数：
813件

問題解決数／児童相談件
数：35.9％

㉒
地域子育て支援
拠点事業

公共施設や保育所で子育て中の親子交流、親
にとっての学び・情報交換の場、子育ての相談
の場として、気軽に利用でき、地域全体で子育
てを応援する。また、北部地域を中心に、市のな
かよし広場事業を拡充する。

児童青少年
課

年間延べ利用者数
11,069

人
41,452人

地域子育て支援
センター事業

子育て家庭に対する育児支援と育児不安の解消を目的として、
子育て支援センター事業を実施する。

事業開催日数：335日 利用者数：2,022人

㉓
放課後児童健全
育成事業

保護者の就労などの理由で、放課後や長期休
業中に保護者不在の小学生に対して、児童厚
生施設などを利用して適切な遊び、生活の場を
提供し、基本的な生活習慣の確立など、健全な
育成を図る。

児童青少年
課

待機児童数42人の解消
待機

児童数
20人

待機
児童数

0人
（減目標）

学童保育所管理
運営事業

就労している保護者の子育て支援を目的として、放課後、保護者
の就労等により家庭で適切な保育（監護）が受けられない児童に
対し、学童保育所において育成支援を行う。

入所申請者数：1,170人
入所児童割合：89.5％
H28目標値：100％

㉔
旧市立大道幼稚
園跡を活用した
新児童館の開館

子育て支援のための新たな施設として、旧大道
幼稚園跡に児童館を建設する。

児童青少年
課 新児童館建設 - 1館

児童館管理運営
事業

児童館の利用者が自由に遊んだり、各種（年代別）行事を開催し
ている。また、児童館施設利用者が安心して利用できるよう、施設
の保守点検・修繕・増改築を行う。

年間開館日数：1,317日（4
館）

参加人数：136,634人（4館）
H28目標値：140,000人（4
館）

ひばり児童館のH27
年度利用者数と同
程度を目標値とす
る。（48,254人）

㉕ 移動児童館事業

児童館に係る空白地域において、小学校の体
育館等で児童館事業を実施することで、児童館
の持つ機能を地域に広め、様々な遊びを通し
て、子どもの健全育成を図る。

児童青少年
課 年間利用者数 163人 360人 移動児童館事業

児童館の持つ機能を地域に広め、様々な遊びを通して、子どもの
健全育成を図るため、児童館に係る空白地域において、小学校
の体育館等で児童館事業を実施する。

開催回数：2回
参加人数：163人
H28目標値：360人

㉖
児童の居場所づ
くり事業

児童館に係る空白地域において、既存施設を活
用し、放課後の安心・安全な児童の居場所、健
全な遊び等を提供する。

児童青少年
課 年間利用者数 - 648人 - H27年度は実施事業なし － －

㉗
放課後子供教室
推進事業

放課後を利用し、小学生を対象に地域住民の参
画を得て、学習や様々な体験・交流活動、ス
ポーツ・文化活動等の機会を提供する。

生涯学習課
平成31年度までに全13小
学校で実施する割合

23.1% 100%
放課後子供教室
推進事業

放課後を利用し、小学生を対象に学習や様々な体験・交流活
動、スポーツ・文化活動等の機会を提供する事業であり、シル
バー人材センターに委託して実施する。

実施校数：3校
登録児童数：360人
（H28目標値：390人）

目標値はH31年度ま
での到達目標
H27年度進捗率：
116％

㉘
国語力ステップ
アップ学習事業

確かな国語力を身に付け、思考力、判断力、表
現力等を伸長させるために、身に付けた力を
使ってさらに学んでいく授業への改善を図るとと
もに、新たに国語の指導を支援する学力向上指
導員を小学校に配置し、国語の基礎学力の向
上を図る。

指導室

学力調査の国語の基礎
学力に関わる内容の正答
率の向上

-
5ポイント

以上
- H27年度は実施事業なし － －
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（２）　平成27年度　「東久留米市まち・ひと・しごと創生総合戦略」掲載事業の進捗状況確認表

H27 H28 H29 H30 H31 実施事業名 実施事業の内容 活動指標 成果指標
ＫＰＩ指標 目標値

（H31年度）
番号 所管課

総合戦略
における

施策・事業名
施策・事業内容

実績値（年度）
備考

H27年度実施事業（平成28年度事務事業評価表より抜粋）

資料１ 

にぎわいと魅力ある商店
があると感じている

24.6% 36.5%

㉛
地元産業の安定
化や活力の向上
等

地元産業の安定化や活力の向上等を図るため、
農産物の販路拡大、地元での積極的な消費活
動につながるような施策の展開、農業の６次産
業化を促進する。また、魅力ある新たな産業の
育成、支援のため、起業しやすい環境の構築や
市内で事業活動を継続できる環境整備に取り組
むとともに、市の活性化に必要な地域ブランド力
の向上に取り組む。

産業政策課
創業支援セミナーの開催
回数

4回 10回 創業支援事業
産業競争力強化法に基づく「特定創業支援事業」として実施。認
定に必要な４回のセミナーを受講された方には登録免許税の軽
減処置や信用保証枠の拡大が適用される。

－ －
事務事業評価表記
載なし
受講者数：15人

㉜

地域の女性の起
業のためのネット
ワーク、支援ス
キームの構築事
業

起業家としての人材発掘・育成のための講座を
開催する。また、起業家同士のネットワーク形成
や起業支援のための仕組み作りに向け、交流会
や相談会、勉強会を開催する。

生活文化課
産業政策課
図書館

- - -

地域の女性が潜
在能力を発揮し、
活躍できるため
のネットワーク、
支援スキームの
構築

起業をステージごとに分け、段階的に講座を実施する。講座と同
時、また、講座と講座の間に交流会を開催し、ネットワークを構築
する。連携期間と会議や情報交換を実施する。

－ －

事務事業評価表記
載なし
講座回数：8回
延べ参加者数：119
人

㉝
地域産業推進協
議会イベント事業

地域産業推進協議会のイベント事業として、住
民や参加企業が主体的に事業を実施し、産業
振興の取り組みに住民の健康増進を付加して参
加者が無意識に健康づくりに取り組む仕組み
や、街歩きやショッピングを楽しみながら健康づ
くりに結びつくような事業を実施する。

産業政策課 イベントの参加者数 - 1,000人 - H27年度は実施事業なし － －

㉞
わくわく健康プラ
ン　東くるめ健康
マイレージ

東久留米市健康増進計画（第２次）策定にあたり
市民の健康課題として、健康無関心層を振り向
かせ、健康意識を高める新たな取り組みが必要
となったことから、産業と健康の連携を図り、市民
にとって「お得」「楽しい」といった切り口から健康
づくりができる取り組みを展開する。

健康課
健康づくりに取り組む市
民の数

- 2,000人 - H27年度は実施事業なし － －

㉟
健康増進・サ
ポート事業

国民健康保険被保険者の健康努力を促すこと
で、勤労余地の拡大を通じた経済成長と医療費
抑制を同時に図る方策として、健康管理とその
受診状況に応じた健康ポイント制度の導入を図
る。

保険年金課
健康課 登録者数 - 1,000人 - H27年度は実施事業なし － －

㊱
上の原地区にお
ける新たな企業
誘導

上の原地区を対象に新たな企業等を誘導する
ため、関連所管との調整を行い、当該地区の土
地利用構想の実現に向け、地権者及び企業等
との調整を継続して進める。

企画調整課

市北東部地域の住民が
にぎわいと魅力ある商店
があると感じている割合

25.8% 19.4%
上の原地区企業
等誘導事業

上の原地区を対象に、新たな企業等を誘導するための市の構想
を策定するとともに、庁内検討組織の運営、地権者との調整、企
業等へのＰＲ及び関係構築を進める活動に取り組む。

上の原土地利用構想連絡
会の開催、地権者との調
整、企業等への訪問（来
庁）によるヒアリング：21回

－

H27年7月、上の原
土地利用構想整備
計画を策定し、同年
11月に都市計画変
更を行った。

ブランド認定事業
市内外に情報を発信し、東久留米市の知名度を高め、産業の振
興及び地域の活性化に資するため、市内の商品・製品・サービス
をブランドとして認定する。

認定事業者数：13者
販促効果があったと感じた
事業者の割合：54％
H28目標値：100％

地域ブランド化・
地域経営に関す
る講義

東久留米ブランド確立のための組織的、長期的な取り組みを具
現化するため、地域ブランド戦略・地域経営に関する講義を実施
する。

講義の回数：3回
講義を受けて理解した割
合：100％

㊲
東久留米ブランド
認定事業

産業政策課

市内の地域資源および地域の特性を活かし、消
費者に支持され、愛着を持たれる商品・製品・
サービスについて、地域ブランドとして認定し、
市内外に情報を発信することにより、知名度を高
めるとともに、地域の産業振興および活性化に
つなげる。

ブランド認定を行った品目
数

26品目 30品目

基本目標Ⅲ
「にぎわいと活力あふれるまちをつくる」
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